
追悼式遺族参列者数（人） 91 100 216 220 220
指標

 
指標

　西尾市・・・「平和記念戦没者追悼式」高浜市･･･「戦没者追悼式」
他市との   知立市･･･「終戦祈念追悼式」、碧南市･･･「平和祈念祭」
比較検証 　安城市･･･ 市としては例年実施なし（遺族連合会が「平和祈念式典」を開催）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 617 662 1,188 1,219 合計 1,187,636 円
需用費 21,626 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 812,200 円
使用料及び賃借料 353,810 円

一般財源 617 662 1,188 1,219

職員人件費　② 875 908 3,721 5,334

総事業費（①＋②） 1,492 1,570 4,909 6,553

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 地域福祉
施策体系

和

施策の内容 福祉の心の

７

醸成

目
　
　
　
的

　戦没

年

者に対する追悼を行う

度

とともに、様々

主
た
る

評

内
容

　毎年1回、戦没

価

者遺族をはじめ、広く

）

市民に
な世代の市民に

刈

戦争や平和について関

谷

心を持 参加できる機会

市

を設けるため、平和の

事

集いを
たせ、戦争の悲

務

惨さや平和の尊さにつ

事

いて再 開催する。
認識

業

してもらう機会を創出

評

する。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

対象者を限定せず 事業

ー

期間 ～

実施方法 ■直営

ト

　□委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

５年度実績 ６年

福

度実績 ７年度実績 ８年

祉

度計画

戦没者追悼式 戦

健

没者追悼式 平和の集い

康

平和の集い
・開催日　

部

　　　10月24日 ・

一

開催日　　　　10月

般

22日 ・開催日　　　

会

　 11月8日 ・開催

計

日　　　　10月17

平

日
・会場　産業振興セ

和

ンター ・会場　産業振

の

興センター ・会場　総

集

合文化センター ・会場

い

　総合文化センター
・

開

参列者数　 　　 　

催

91人 ・参列者数　 

事

　　　100人 ・参列

業

者数　　　　 216

担

人
・遺族会員　 　　

当

　372人 ・遺族会員

課

　 　　　336人 ・

生

遺族会員　　　　 3

活

11人

　平和の集いの

福

実施により、戦没者に

祉

対する追悼及び恒久平

課

和を戦没者遺族をはじ

款

め、様々な世代の市民

項

に関心を持って

成果
も

目

らう機会を創出するこ

担

とができた。

　遺族会

当

員数の減少は避けられ

係

ないため、追悼式の継

生

続開催に向け、遺族連

活

合会等関係者と相談し

支

ながら今後の開催時期

援

や方法を検討していく

係

必要がある。
課題

指標

3

名称（単位）
実績値 目

1

標値

５年度 ６年度 ７年

1

度 ８年度 １０年度

成果



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　戦没者に対する

令

追悼及び平和の尊さを

和

次世代へ継承する
・法

８

的業務
高い

とともに、

年

戦没者遺族をはじめ、

度

様々な世代の市民に平

（

和
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 意識の醸成

和

を図るための事業とし

７

て必要性は高い。
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　刈谷市社会福祉

評

協議会との共催、関係

価

団体との連携、既
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

存施設の活用な

谷

どにより効果的に執行

市

している。
効率性 ・執

事

行体制の効率性
・手段

務

の最適性　など

　多く

事

の市民が参加しやすい

業

中立的な場を創出でき

評

るため
・市が主体とな

価

って実施する
高い

、特

シ

定の団体や個人ではな

ー

く、市が主体となって

ト

実施する
妥当性 　べき

（

事業であるか ことが妥

様

当である。
・総合計画

式

との整合性　など

　平

２

和への意識向上に資す

）

る取組である。

施策へ

会

の ・施策への貢献度
普

計

通・目標達成度
貢献度

名

・市民サービスへの効

担

果　など

今後の方向性

当

□拡充　■現状維持　

部

□改善・効率化　□縮

福

小　□終期設定　□休

祉

止・廃止

　引き続き事

健

業を継続するとともに

康

、より幅広い世代が参

部

加できるように、内容

一

を精査しながら実施し

般

ていく。

会計
平

Ｃ

和

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

の

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

集

∨

い開催事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当係 生活支援係

3 1 1



1

・家計改善支援　 3

1

世帯
・学習支援 ・学習支援 ・学習支援
　集合型学習教室　44回 　集合型学習教室　43回 　集合型学習教室　44回

　対象者と相談を重ねつつ、ハローワークと連携した就労支援等を行うことにより、生活困窮世帯の自立に向けた支援を

成果
行うことができた。

　生活困窮者自立支援事業に従事する職員は、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者への包括的な支援が適切に行える

よう十分な専門性を有することが重要であるため、職員の資質の向上が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 新規相談件数（件） 302 264 307 ― ―
指標
活動
指標

近隣市の任意事業の実施状況（令和7年度）
他市との 就労準備支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　　　　居住支援事業：安城市、知立市、碧南市
比較検証 家計改善支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　学習・生活支援事業：安城市、知立市、高浜市、

碧南市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,770 11,911 12,756 12,124 合計 12,755,526 円
報酬 7,695,

Ｄ

170 円

財
　
源

特定

　

財源 7,893 8,7

　

58 9,002 9,0

　

37 職員手当等 2,9

Ｏ

22,067 円
報償

　

費 330,676 円

　

一般財源 2,877 3

∧

,153 3,754 3

　

,087 旅費 290,

　

890 円
需用費 73

実

,122 円

職員人件

　

費　② 21,484 1

　

8,316 23,15

施

3 17,779 役務費

　

46,651 円
委託

　

料 303,600 円

∨

総事業費（①＋②） 32,254 30,227 35,909 29,903 使用料及び賃借料 1,150 円
扶助費 1,092,200 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 生活困窮者自立相談支援事業
費等負担金（国）

９年度以降の事業費見込 0 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金（国）

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 地域福祉
施策

和

体系
施策の内容 生活困

７

窮者への支援

目
　
　
　

年

的

　経済的に困窮し、

度

最低限度の生活を維持

評

す

主
た
る
内
容

○自立相

価

談支援：就労の支援や

）

その他必要な
ることが

刈

できなくなるおそれの

谷

ある人に支援   情報

市

の提供及び助言等を行

事

う。
を行うことで自立

務

の促進を図る。 ○住居

事

確保給付金：離職等に

業

より住居を失っ
  た

評

又は失うおそれのある

価

人に給付金を支給
  

シ

する。（家賃補助、転

ー

居費用補助）
○就労準

ト

備支援：就労に必要な

（

知識及び能力
  の向

様

上に必要な訓練を行う

式

。
○居住支援：一定の

１

住居を持たない人に支

）

援
　を行う。
○家計改

会

善支援：家計再建を支

計

援する。
○学習・生活

名

支援：学習支援及び子

担

どもの将
  来の自立

当

に向けた包括的支援を

部

行う。

位
置
づ
け

関連計

福

画

根拠法令 生活困窮者

祉

自立支援法

対象者 生活

健

困窮者等 事業期間 平成

康

２７年度 ～

実施方法 ■

部

直営　■委託　□指定

一

管理　□補助・助成　

般

□その他

会計
生活困窮者自

Ｂ
　
事
　

立

業
　
実
　
績

５年度実績

支

６年度実績 ７年度実績

援

８年度計画

・自立相談

事

支援 ・自立相談支援 ・

業

自立相談支援 生活困窮

担

者からの相談に対し､

当

　新規相談件数　 3

課

02件 　新規相談件数

生

　 264件 　新規相

活

談件数　 307件 実

福

情や希望に合わせた助

祉

言や
・住居確保給付金

課

　11件 ・住居確保給

款

付金　 9件 ・住居確

項

保給付金　10件 支援

目

を行う。
・就労準備支

担

援　　 2人 ・就労準

当

備支援　　 1人 ・就

係

労準備支援　　 1人

生

・一時生活支援　　 

活

5件 ・一時生活支援　

支

　 6件 ・居住支援　

援

　 　　2件
・家計改

係

善支援　 2世帯 ・家

3

計改善支援　 1世帯



1

∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　生活困窮者

令

自立支援事業は、生活

和

保護に至る前の段階の

８

・法的業務
高い

自立支

年

援策の強化を図るため

度

生活困窮者に対して包

（

括的な
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 支援を

和

行うものであり、生活

７

困窮者の自立と尊厳の

年

確保及
・市民生活上必

度

要である　など び生活

評

困窮者支援を通じた地

価

域づくりを目的とした

）

制度で
あるため、必要

刈

性の高い事業である。

谷

　生活困窮者自立支援

市

事業は、様々な関係機

事

関や特定非営
・コスト

務

の節減、費用対効果
高

事

い
利活動法人などの民

業

間団体などと緊密な連

評

携、協働のもと
効率性

価

・執行体制の効率性 で

シ

展開しており、適正に

ー

事業を実施するための

ト

執行体制を
・手段の最

（

適性　など 整えている

様

ため、効率性が高い。

式

　生活困窮者自立支援

２

事業のうち、自立相談

）

支援事業及び
・市が主

会

体となって実施する
高

計

い
住居確保給付金は法

名

定必須事業であり、ま

担

た、就労準備支
妥当性

当

　べき事業であるか 援

部

事業や家計改善支援事

福

業は国が自立相談支援

祉

事業との一
・総合計画

健

との整合性　など 体的

康

な実施を促進している

部

ことから、市が主体と

一

なって実
施することは

般

妥当性が高い。
　就労

会

、家計改善、学習支援

計

を通じた包括的な支援

生

により

施策への ・施策

活

への貢献度
高い

生活に

困

困窮する者の自立を促

窮

していることから、施

者

策への
・目標達成度 貢

自

献度が高い。
貢献度 ・

立

市民サービスへの効果

支

　など

今後の方向性 □

援

拡充　□現状維持　■

事

改善・効率化　□縮小

業

　□終期設定　□休止

担

・廃止

　食料品や光熱

当

費等の価格高騰が長期

課

化する中、困窮者が抱

生

える課題も複合化して

活

いる。既存の制度を十

福

分に活用で
きるような

祉

案内や、制度の改正に

課

迅速に対応する柔軟性

款

が求められており、職

項

員の資質の向上を図る

目

必要がある。ま
た、関

担

係機関と密に連携をと

当

りながら、生活困窮者

係

の自立に向けた支援体

生

制を整備していく必要

活

がある。

支援係

Ｃ

3

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

1

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　



生

　　　　　子ども15

活

9人分
・均等割のみ課

支

税世帯
　　　　　　　

援

　　826世帯

　令和

係

6年分の所得税額が確

3

定した後に、令和5年

1

分と比較して所得に変

8

動があるなど、当初の給付額に不足が生じる者に

成果
不足額給付金を1万円単位で切り上げた額を適正に支給することができた。

　また、住民税非課税世帯等に対する給付金を適正に支給することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 住民税非課税世帯等給付金支給世帯数(世帯) 1,283 11,195 1,454 ― ―
指標
成果 定額減税補足給付金支給人数(人) ― 21,479 14,465 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 199,750 1,491,960 464,290 0 合計 464,290,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 130,300 1,449,732 361,090 0 交付金 464,290,000 円

一般財源 69,450 42,228 103,200 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 199,750 1,491,960 464,290 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

９年度以降の事業費

Ｄ

見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

７

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　経済

度

対策の一環として、住

評

民税非課税世帯

主
た
る

価

内
容

○住民税非課税世

）

帯及び均等割のみ課税

刈

世帯
等へ給付金を支給

谷

することで、エネルギ

市

ー・ 　に対し、1世帯

事

当たり10万円を支給

務

する。
食料品の価格高

事

騰による負担の軽減を

業

図る。 ○住民税非課税

評

世帯及び均等割のみ課

価

税世帯
　へ18歳以下

シ

の子ども1人当たり5

ー

万円を支給
　する。
○

ト

住民税非課税世帯へ3

（

万円を支給し、18歳

様

以
　下の子ども1人当

式

たり2万円を支給する

１

。
○定額減税の対象者

）

で減税しきれなかった

会

方
　に対し、不足する

計

減税額相当の補足給付

名

金
　を支給する。

位
置

担

づ
け

関連計画

根拠法令

当

対象者 事業期間 令和５

部

年度 ～

実施方法 ■直営

福

　□委託　□指定管理

祉

　□補助・助成　□そ

健

の他

康部

一般会計
物価

Ｂ
　
事
　
業
　

高

実
　
績

５年度実績 ６年

騰

度実績 ７年度実績 ８年

対

度計画

給付金支給実績

応

主な給付金支給実績 主

重

な給付金支給実績 　
・

点

均等割のみ課税世帯 ・

支

非課税世帯（10万円

援

） ・補足給付金　　 

給

  14,465人　

付

　　　　　　　　　1

金

,283世帯　　　　

支

　　　　2,219世

給

帯 （Ｒ6繰越分） 　
・

事

非課税世帯への子ども

業

加算 ・上記世帯への子

担

ども加算 ・非課税世帯

当

（3万円） 　
　　　　

課

　　子ども1,226

生

人分　　　　　　子ど

活

も422人分 　　　　

福

　　　　　1,454

祉

世帯　　　―――――

課

――
・均等割のみ課税

款

世帯への子 ・補足給付

項

金　　 21,479

目

人 ・上記世帯への子ど

担

も加算
  ども加算　

当

　子ども203人分（

係

Ｒ5繰越分含む） 　　



活支援係

3 1 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　物価高騰により、家

和

計への影響が大きい低

８

所得世帯の方
・法的業

年

務
高い

々に対し、速や

度

かに生活・暮らしの支

（

援を行う必要性があ
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 る。
・市民生活

７

上必要である　など

　

年

住民基本台帳に記録さ

度

れている市町村におい

評

て、住民税
・コストの

価

節減、費用対効果
高い

）

非課税世帯等に対して

刈

行う事業であり、適正

谷

に事業を実施
効率性 ・

市

執行体制の効率性 する

事

ための執行体制を整え

務

ている。
・手段の最適

事

性　など

　国の物価高

業

騰に対する経済対策と

評

して、国が定めた交付

価

・市が主体となって実

シ

施する
高い

金要領で実

ー

施主体が市町村とされ

ト

ている。
妥当性 　べき

（

事業であるか
・総合計

様

画との整合性　など

　

式

効率的に事務を進め速

２

やかに支給することで

）

、事業の目

施策への ・

会

施策への貢献度
高い

的

計

である低所得世帯の方

名

々が速やかに生活・暮

担

らしの支援
・目標達成

当

度 が受けられるように

部

することができるため

福

、施策への貢献
貢献度

祉

・市民サービスへの効

健

果　など 度は高い。

今

康

後の方向性 □拡充　■

部

現状維持　□改善・効

一

率化　□縮小　□終期

般

設定　□休止・廃止

　

会

本事業は国が定めた時

計

限的な事業であるため

物

、国の動向に適切に対

価

応し、支給を行う。

高騰対応

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

重

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

点

　
評
　
価
　
∨

支援給付金支給事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当係 生



2

度 ８年度 １０年度

成果

生

保護世帯数(世帯) 5

活

25 533 526 ― ―

保

指標

指標
　令和8年3

護

月末保護率（単位‰は

第

千分率）
他市との 　　

２

刈谷市：3.97‰
比

係

較検証 　　碧南市：3.75‰　　　 知立市：5.11‰
　　安城市：4.28‰　　　 高浜市：5.01‰

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,220,151 1,208,065 1,243,506 1,523,965 合計 1,243,505,936 円
扶助費 1,243,505,936 円

財
　
源

特定財源 924,899 940,620 969,405 1,175,033

一般財源 295,252 267,445 274,101 348,932

職員人件費　② 46,805 48,578 50,441 51,644

総事業費（①＋②） 1,266,956 1,256,643 1,293,947 1,575,609

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金
生活保護費県負担金

９年度以降の事業費見込 0 生活保護費返還金
損害賠償責任者負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

７

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　生活

度

に困窮する人に、その

評

困窮の程度に応

主
た
る

価

内
容

　生活扶助費、教

）

育扶助費、住宅扶助費

刈

、医
じ必要な保護を行

谷

い、健康で文化的な最

市

低限 療扶助費、出産扶

事

助費、生業扶助費、葬

務

祭扶
度の生活を保障す

事

るとともに、その自立

業

を助 助費、介護扶助費

評

及び保護施設事務費等

価

を支
長する。 給する。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令 生活保護法

対象

ト

者 生活保護受給者 事業

（

期間 ～

実施方法 ■直営

様

　□委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

５年度実績 ６年

健

度実績 ７年度実績 ８年

康

度計画

生活保護費を適

部

正に支給した｡生活保

一

護費を適正に支給した

般

｡生活保護費を適正に

会

支給した｡生活保護費

計

を適正に支給して
・保

生

護世帯数　525世帯

活

・保護世帯数　533

保

世帯 ・保護世帯数　5

護

26世帯 生活保護世帯

措

への自立助長を
・保護

置

人員　　　621人 ・

事

保護人員　　　627

業

人 ・保護人員　　　6

担

08人 支援する。

　生

当

活保護受給者に対して

課

窓口相談や家庭訪問等

生

を行うことにより世帯

活

の状況を把握し、適正

福

に各種扶助費を支給す

祉

るこ

成果
とで、健康で

課

文化的な最低限度の生

款

活を保障し、その自立

項

を助長することができ

目

た。

　生活保護受給世

担

帯のうち、高齢者世帯

当

（65歳以上のみの世

係

帯）が5割を超えてお

生

り、今後も受給者の高

活

齢化が予想され

ること

保

から、より一層高齢者

護

に関する制度の把握に

第

努め、年金等の関係制

１

度の活用を図っていく

係

必要がある。
課題

指標

3

名称（単位）
実績値 目

3

標値

５年度 ６年度 ７年



生活保護第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　生活保護制度は国か

和

らの法定受託事務であ

８

り、かつ、生
・法的業

年

務
高い

活困窮者に対し

度

て、最低限度の生活を

（

保障するとともに、
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 その自立を助長

７

することを目的とした

年

制度であるため、必
・

度

市民生活上必要である

評

　など 要性の高い事業

価

である。

　生活保護制

）

度の運営は、国から示

刈

される通知等に基づい

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

て実施され

事

るものであり、適正に

務

行うための執行体制等

事

を
効率性 ・執行体制の

業

効率性 整えているため

評

、効率性が高い。
・手

価

段の最適性　など

　生

シ

活保護制度は国からの

ー

法定受託事務であり、

ト

かつ、生
・市が主体と

（

なって実施する
高い

活

様

困窮者に対する最後の

式

セーフティネットであ

２

るため、市
妥当性 　べ

）

き事業であるか が主体

会

となって実施すること

計

は妥当性が高い。
・総

名

合計画との整合性　な

担

ど

　生活困窮者の生活

当

安定を図り、就労等の

部

自立支援を行っ

施策へ

福

の ・施策への貢献度
高

祉

い
ていることから、施

健

策への貢献度が高い。

康

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

生

・廃止

　稼働年齢を超

活

えた高齢者を含め、就

保

労が可能な者に対して

護

就労支援を行うととも

措

に、一般就労は難しい

置

が、就労が
可能な傷病

事

や障害がある者に対し

業

ても福祉的就労を目指

担

せるよう支援を行う。

当

また、状況を踏まえた

課

保護の弾力的な
運用等

生

、生活保護業務等の取

活

扱いについて、国等の

福

動向に注視する。

祉課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

目

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当係 生活保護第１係

3 3 2



適正に更生保護活動を

成果
行うことができた。

　地域社会のつながりの希薄化や活動の負担感などから、保護司の担い手確保や更生保護女性会の会員の新規発掘が困難

な状況にある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 刈谷市　 152,606人　　38人　　　　　安城市   187,252人 　 48人
比較検証 碧南市    71,914人 　 22人 　　　　 知立市　  72,764人 　 20人

高浜市    49,067人 　 12人　　　　　※令和8年3月末時点の保護司の人数

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,981 1,679 2,162 2,490 合計 2,162,177 円
報酬 100,500 円

財
　
源

特定財源 418 442 777 819 報償費 3,000 円
需用費 1,168,668 円

一般財源 1,563 1,237 1,385

Ｄ

1,671 役務費 26

　

,082 円
委託料 7

　

0,030 円

職員人

　

件費　② 1,611 3

Ｏ

,385 2,935 2

　

,328 使用料及び賃

　

借料 9,339 円
負

∧

担金、補助及び

総事業

　

費（①＋②） 3,59

　

2 5,064 5,09

実

7 4,818 交付金 7

　

84,558 円

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

施

：千円） 0 ７年度特定

　

財源名称

７年度までの

　

累積事業費 0 光熱水費

∨

実費徴収金
土地建物貸付収入

９年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

生活安全
施策体系

施策

和

の内容 防犯対策の推進

７

目
　
　
　
的

　更生保護

年

活動の増進により、犯

度

罪や非行の

主
た
る
内
容

評

　保護司会及び更生保

価

護女性会の行う更生保

）

ない明るい社会の実現

刈

を図る。 護活動並びに

谷

研修活動等に対し、補

市

助金を交
付する。
　保

事

護司会、更生保護女性

務

会の事務局として
各会

事

の活動を支援する。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令 保護司法

対象者 更

価

生保護関係団体 事業期

シ

間 ～

実施方法 ■直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

■補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

５年度実績 ６年度

部

実績 ７年度実績 ８年度

福

計画

・保護司会 ・保護

祉

司会 ・保護司会 ・保護

健

司会
　・総会、理事・

康

役員会 　・総会、理事

部

・役員会 　・総会、理

一

事・役員会 　・総会、

般

理事・役員会
　・研修

会

会（定例3、視察3）

計

　・研修会（定例3、

保

視察2） 　・研修会（

護

定例3、視察2） 　・

司

研修会（定例3、視察

活

2）
　・社明運動啓発

動

活動 　・社明運動啓発

事

活動 　・社明運動啓発

業

活動 　・社明運動啓発

担

活動
・更生保護女性会

当

・更生保護女性会 ・更

課

生保護女性会 ・更生保

生

護女性会
　・総会、理

活

事会 　・総会、理事会

福

　・総会、理事会 　・

祉

総会、理事会
　・研修

課

会（視察2） 　・研修

款

会（視察2） 　・研修

項

会（視察1） 　・研修

目

会（視察2）
　・社明

担

運動啓発活動 　・社明

当

運動啓発活動 　・社明

係

運動啓発活動 　・社明

生

運動啓発活動
　・岡崎

活

自啓会支援 　・岡崎自

支

啓会支援 　・岡崎自啓

援

会支援 　・岡崎自啓会

係

支援
　・ひよこ集会 　

3

・ひよこ集会
　保護司

1

会や更生保護女性会に

1

対して活動費及び啓発物品購入費の補助を行うことにより、各会が



第

称（単位）
実績値 目標

１

値

５年度 ６年度 ７年度

係

８年度 １０年度

 
指標

3

 
指標

　本事業は、特

1

定中国残留邦人等及び

1

その配偶者が対象であ

生

り、国で定められた基

活

準により均一的に事業

保

が
他市との 実施される

護

ことから、他市と水準

第

比較を行うべき項目も

２

ないため、他市との比

係

較検証は行っていない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 35,331 11,210 9,388 13,687 合計 9,388,278 円
報償費 190,740 円

財
　
源

特定財源 26,714 8,574 7,110 10,612 扶助費 9,197,538 円

一般財源 8,617 2,636 2,278 3,075

職員人件費　② 921 956 1,001 1,024

総事業費（①＋②） 36,252 12,166 10,389 14,711

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金（国）
中国残留邦人等地域生活支援

９年度以降の事業費見込 0 事業費等補助金（国）
支援・相談員業務委託金(県)

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

心

基本施策 地域福祉
施

７

策体系
施策の内容 生活

年

困窮者への支援

目
　
　

度

　
的

　中国残留邦人等

評

が置かれている特別な

価

事情

主
た
る
内
容

　生活

）

支援給付、住宅支援給

刈

付、医療支援給
を鑑み

谷

て各種支援を行うこと

市

により、特定中 付、介

事

護支援給付、その他支

務

援給付等を支給
国残留

事

邦人等及びその配偶者

業

が、日本で円滑 する。

評

な社会生活を営むこと

価

ができるようにする。

シ

【根拠法令】中国残留

ー

邦人等の円滑な帰国の

ト

促進並びに永住帰国し

（

た中国残留邦人等及び

様

特定配偶者の自立の支

式

援に関する法律

位
置
づ

１

け

関連計画  

根拠法令

）

主たる内容欄※参照

対

会

象者 中国残留邦人等 事

計

業期間 平成２０年度 ～

名

実施方法 ■直営　□委

担

託　□指定管理　□補

当

助・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

５年度実績 ６年度実績

中

７年度実績 ８年度計画

国

・支援対象　3世帯　

残

5人 ・支援対象　3世

留

帯　5人 ・支援対象　

邦

2世帯　3人 支援給付

人

費を適正に支給し、
・

等

生活支援給付参加回数

支

・生活支援給付参加回

援

数 ・生活支援給付参加

給

回数 中国残留邦人等が

付

社会生活を
　　　　　

事

　　　　　120回 　

業

　　　　　　　　　1

担

72回 　　　　　　　

当

　　　196回 円滑に

課

営むことができるよう

生

支援する。

　支援相談

活

員と協力して定期的な

福

家庭訪問や必要に応じ

祉

た相談を行うことによ

課

り、支援対象世帯の現

款

状を把握し、生活、

成

項

果
住宅、医療などに係

目

る各種の支援給付を行

担

うことができた。

　支

当

援対象者の高齢化が進

係

んでいるため、今後、

生

医療や介護に係る課題

活

に対して対応できるよ

保

う支援を行っていく必

護

要が

ある。
課題

指標名



算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 950 950 950 950 合計 950,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 950,000 円

一般財源 950 950 950 950

職員人件費　② 1,573 1,656 190 195

総事業費（①＋②） 2,523 2,606 1,140 1,145

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

７

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　福祉関係団体の

度

活動に対する補助を行

評

うこ

主
た
る
内
容

　愛血

価

友の会、遺族連合会の

）

活動に対して補
とによ

刈

り、社会福祉の向上を

谷

図る。 助金を交付する

市

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令  

対象者 福祉

務

関係団体 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

会

年度実績 ６年度実績 ７

計

年度実績 ８年度計画

・

名

愛血友の会　　500

担

,000円 ・愛血友の

当

会　　500,000

部

円 ・愛血友の会　　5

福

00,000円 予算額

祉

　献血　延べ47回 

健

1,984人 　献血　

康

延べ39回 1,81

部

2人 　献血　延べ48

一

回　2,134人 ・愛

般

血友の会　　500,

会

000円
・遺族連合会

計

　　450,000円

福

・遺族連合会　　45

祉

0,000円 ・遺族連

団

合会　　450,00

体

0円 ・遺族連合会　　

補

450,000円
  

助

会員372人   会員

事

336人 　会員311

業

人

　各団体へ補助を行

担

うことにより、各団体

当

が適正に活動すること

課

ができた。

成果

　会員

生

の高齢化及び会員数の

活

減少により、会の運営

福

の担い手が限定的にな

祉

っている団体がある。

課

課題

指標名称（単位）

款

実績値 目標値

５年度 ６

項

年度 ７年度 ８年度 １０

目

年度

指標
 

指標
 

他市

担

との
比較検証

当係 生活支援係

3

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

1

：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決



当

７年度 ８年度 １０年度

係

活動
指標
活動
指標

他市

生

との
比較検証

活支援係

3 1 8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,410 51,406 67,017 0 合計 67,016,728 円
役務費 4,185,868 円

財
　
源

特定財源 321 46,203 61,179 0 委託料 62,830,860 円

一般財源 5,089 5,203 5,838 0

職員人件費　② 8,594 16,341 4,672 0

総事業費（①＋②） 14,004 67,747 71,689 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 地域福祉
施策体系

７

施策の内容 生活困窮者

年

への支援

目
　
　
　
的

　

度

物価高騰対応重点支援

評

給付金を適切に支給

主

価

た
る
内
容

　物価高騰対

）

応重点支援給付金の支

刈

給に係る
する。 事務を

谷

行う。

位
置
づ
け

関連計

市

画

根拠法令

対象者 事業

事

期間 令和５年度 ～

実施

務

方法 ■直営　□委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

）

度実績 ６年度実績 ７年

会

度実績 ８年度計画

給付

計

金支給実績 主な給付金

名

支給実績 主な給付金支

担

給実績 　
・均等割のみ

当

課税世帯 ・非課税世帯

部

（10万円） ・補足給

福

付金　　   14,

祉

465人　
　　　　　

健

　　　　1,283世

康

帯　　　　　　　　2

部

,219世帯 （Ｒ6繰

一

越分） 　
・非課税世帯

般

への子ども加算 ・上記

会

世帯への子ども加算 ・

計

非課税世帯（3万円）

物

　
　　　　　　子ども

価

1,226人分　　　

高

　　　子ども422人

騰

分 　　　　　　　　　

対

1,454世帯　　　

応

―――――――
・均等

重

割のみ課税世帯への子

点

・補足給付金　　 2

支

1,479人 ・上記世

援

帯への子ども加算
  

給

ども加算　　子ども2

付

03人分（Ｒ5繰越分

金

含む） 　　　　　　　

支

子ども159人分
・均

給

等割のみ課税世帯
　　

事

　　　　　　　826

務

世帯

　令和6年分の所

事

得税額が確定した後に

業

、令和5年分と比較し

担

て所得に変動があるな

当

ど、当初の給付額に不

課

足が生じる者に

成果
不

生

足額給付金を1万円単

活

位で切り上げた額を適

福

正に支給することがで

祉

きた。

　また、住民税

課

非課税世帯等に対する

款

給付金を適正に支給す

項

ることができた。

課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

５年度 ６年度



１係

3 3 1 生

Ｃ
　
事

活

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

保

：千円
５年度 ６年度 ７

護

年度 ８年度 ７年度

（決

第

算） （決算） （決算）

２

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 2,750 990 7,260 2,925 合計 7,260,000 円
委託料 5,148,000 円

財
　
源

特定財源 1,563 330 5,049 2,603 使用料及び賃借料
2,112,000 円

一般財源 1,187 660 2,211 322

職員人件費　② 1,535 1,593 1,612 1,651

総事業費（①＋②） 4,285 2,583 8,872 4,576

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 デジタル基盤改革支援補助金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安心

和

基本施策 地域福祉
施策

７

体系
施策の内容 生活困

年

窮者への支援

目
　
　
　

度

的

　生活保護システム

評

を改良することにより

価

、

主
た
る
内
容

　生活保

）

護システムの標準準拠

刈

版への移行対
生活保護

谷

措置事業を適正に運営

市

する。 応

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令 生活保護

務

法

対象者 市職員 事業期

事

間 平成２５年度 ～

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

計

度実績 ６年度実績 ７年

名

度実績 ８年度計画

生活

担

保護システム改修 生活

当

保護システム改修 生活

部

保護システム改修 生活

福

保護システム改修
・1

祉

1節　役務費 ・12節

健

　委託料 ・12節　委

康

託料 ・12節　委託料

部

　65,087円 　9

一

90,000円 　4,

般

950,000円 　2

会

,925,000円
・

計

12節　委託料 ・13

生

節　使用料及び賃借料

活

　1,821,050

保

円 　1,640,00

護

0円
（Ｒ4繰越分　8

シ

63,500円）
・制

ス

度改正対応版生活保護

テ

シ
ステムの環境設定
・

ム

統合専用端末の環境設

改

定

　自治体情報システ

修

ムの標準化に際し、生

事

活保護システムを標準

業

準拠版へ改良すること

担

により、国の定める基

当

準に沿った

成果
生活保

課

護業務の運営体制を整

生

備できた。

課題

指標名

活

称（単位）
実績値 目標

福

値

５年度 ６年度 ７年度

祉

８年度 １０年度

指標

指

課

標
　刈谷市と他市の生

款

活保護システムについ

項

ては、システムの規模

目

、システム業者、シス

担

テム機能等に相違が
他

当

市との あり、同一の水

係

準による比較検証がで

生

きないことから、他市

活

との検証は行っていな

保

い。
比較検証

護第



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25 45 600 11,000 合計 600,000 円
扶助費 600,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 7,125

一般財源 25 45 600 3,875

職員人件費　② 31 557 496 423

総事業費（①＋②） 56 602 1,096 11,423

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

７

　
　
　
的

　災害により

年

被害を受けた市民を援

度

護する。

主
た
る
内
容

　

評

災害により被害を受け

価

た市民に対して災害
弔

）

慰金、災害見舞金及び

刈

生活再建支援金の支
給

谷

を行う。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 刈谷市

事

災害弔慰金の支給等に

務

関する条例、刈谷市被

事

災者生活再建支援金支

業

給要綱

対象者 市民 事業

評

期間 昭和４９年度 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度実績 ８年度計画

災

部

害見舞金 災害見舞金 災

福

害見舞金 予算額
・2～

祉

4人世帯 ・2～4人世

健

帯 ・2～4人世帯 ・災

康

害見舞金　　3,00

部

0,000円
　火災半

一

焼　1件　  25,

般

000円　火災全焼　

会

1件　  45,00

計

0円　死亡　　　2件

災

　180,000円 ・

害

災害弔慰金　　5,0

援

00,000円
　火災

護

全焼　4件　180,

助

000円 ・被災者生活

成

再建支援金
　火災半焼

事

　2件　 50,00

業

0円 　　　　　　　　

担

3,000,000円

当

　火災入院　2件　 

課

55,000円
・1人

生

世帯
　火災全焼　4件

活

　120,000円
　

福

火災半焼　1件　 1

祉

5,000円

　火災等

課

発生による被災者に対

款

して見舞金を支給する

項

ことにより、被災後の

目

支援を行うことができ

担

た。

成果

　大規模災害

当

が発生した場合に、弔

係

慰金や見舞金を迅速に

生

支給するための体制を

活

整える必要がある。

課

支

題

指標名称（単位）
実

援

績値 目標値

５年度 ６年

係

度 ７年度 ８年度 １０年

3

度

 
指標

 
指標

他市と

4

の
比較検証

1




